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令和７年度予算要求集計表について 

 令和７年度の当初予算について、「令和７年度予算編成方針」及び「令和７年度予算編成要綱」に基づき、各課等に予算要求書の提出を求めていた

ところ、その結果は下記のとおりとなりました（１２月１３日現在）。 

 今後は、提出された予算要求書の内容について調査検討を行うとともに、市税等財源の見通しや国の予算編成の動向等を踏まえ、１月下旬までに

予算案の調製を進めて参ります。 

 

１ 予算要求集計表（一般会計科目別）                                                          （単位：百万円） 

 令和５年度 

当初予算額 

（Ａ） 

令和６年度

当初予算額 

（Ｂ） 

比較 

増減額 

（Ｂ）-（Ａ） 

令和７年度 

要求額 

（Ｃ） 

比較 

増減額 

（Ｃ）-（Ｂ） 

比較 

増減率 

（Ｃ）/（Ｂ） 
摘  要 

議会費 ２５３ ２５４ １ ２５４ ０ １００．０％  

総務費 ３，２７１ ３，２８７ １６ ３，６８５ ３９８ １１２．１％ 自治体情報システムの標準化・共通化対応業務、選挙事務の増 等 

民生費 １２，９０１ １３，０７３ １７２ １４，９６０ １，８８７ １１４．４％ 児童手当、認定こども園運営事業、障害者自立支援費の増 等 

衛生費 ２，３９６ ２，６３０ ２３４ ２，７２４ ９４ １０３．６％  

労働費 ３０ ２９ ▲１ ２９ ０ １００．０％  

農林水産業費 ５５０ ５４２ ▲８ ５０６ ▲３６ ９３．４％  

商工費 ９１８ ８６１ ▲５７ ８５９ ▲２ ９９．８％  

土木費 ４，００７ ４，２８８ ２８０ ４，３８４ ９６ １０２．２％  

消防費 １，７７５ １，６５３ ▲１２２ ２，２７２ ６１９ １３７．４％ 消防団施設整備事業、消防救急デジタル無線システム整備事業の増 等 

教育費 ４，４３６ ４，９４６ ５１０ ５，６７３ ７２７ １１４．７％ GIGAスクール構想端末更新事業、館腰公民館改築事業の増 等 

災害復旧費 ０ ０ ０ ０ ０ ０．０％  

公債費 ２，７３２ ２，６１１ ▲１２１ ２，８１５ ２０４ １０７．８％  

諸支出金 ３６ ９ ▲２７ １４ ５ １５５．６％  

予備費 １０ １０ ０ １０ ０ １００．０％  

合 計 ３３，３１４ ３４，１９３ ８７９ ３８，１８６ ３，９９３ １１１．７％  

（うち職員人件費） ５，７１２ ６，０２４ ３１２ ６，４５６ ４３２ １０７．２％  

（注１）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。 

令和６年１２月１８日 

名取市総務部財政課 
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２ 予算要求集計表（一般会計部局別）                                                          （単位：百万円） 

 令和５年度 

当初予算額 

（Ａ） 

令和６年度

当初予算額 

（Ｂ） 

比較 

増減額 

（Ｂ）-（Ａ） 

令和７年度 

要求額 

（Ｃ） 

比較 

増減額 

（Ｃ）-（Ｂ） 

比較 

増減率 

（Ｃ）/（Ｂ） 
摘  要 

議会事務局 ２０３ ２０６ ３ ２０３ ▲３ ９８．５％  

総務部 １０，６２０ １１，１２４ ５０４ １１，４７１ ３４７ １０３．１％  

（うち職員人件費） ５，７１２ ６，０２４ ３１２ ６，４５６ ４３２ １０７．２％  

（うち公債費） ２，６４７ ２，５２７ ▲１２０ ２，６７４ １４７ １０５．８％  

（うちその他） ２，２６１ ２，５７３ ３１２ ２，３４１ ▲２３２ ９１．０％ 防災行政無線整備事業の減 等 

企画部 ６７８ ７７４ ９６ ８６１ ８７ １１１．２％ 
自治体情報システムの標準化・共通化対応業務の
増 等 

健康福祉部 １２，３８１ １２，４５１ ７０ １４，４３８ １，９８７ １１６．０％ 
児童手当、認定こども園運営事業、障害者自立支
援費の増 等 

生活経済部 ２，１９４ ２，３４７ １５３ ２，４５６ １０９ １０４．６％ 個人番号カード等関連事務の増 等 

建設部 ３，１３３ ３，０９１ ▲４２ ３，０４６ ▲４５ ９８．５％  

教育部 ３，２３６ ３，６７８ ４４２ ４，２８４ ６０６ １１６．５％ 
GIGA スクール構想端末更新事業、館腰公民館改
築事業の増 等 

消防本部 ７４８ ４４１ ▲３０８ １，２６８ ８２７ ２８７．５％ 
消防団施設整備事業、消防救急デジタル無線シス
テム整備事業の増 等 

その他 １２１ ８２ ▲３９ １５９ ７７ １９３．９％ 選挙事務の増 等 

合 計 ３３，３１４ ３４，１９３ ８７９ ３８，１８６ ３，９９３ １１１．７％  

（注２）「その他」には監査委員事務局、選挙管理委員会事務局、農業委員会事務局及び会計課を計上。 

（注３）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。 

 


